「花巻国際交流協会に対する委託料の支出」に係る監査請求
第１　請求のあった日
平成２５年４月８日
第２　請求人
Ｍ１名
第３　請求の要旨（原文のとおり）
花巻市（佐々木稔副市長＝甲）と公益財団法人花巻国際交流協会（大石満雄理事長＝乙）が締結した「業務委託契約書」によれば、平成２４年度の委託料として甲は乙に対し、金８，２２９，０００円を支払うこととなっており（第３条）、甲は業務完了確認後、乙からの請求書を受理した日から起算して３０日以内に支払うものとする（第６条）と定められている。
一方、同協会の情報誌「STAR WING」（平成２４年４月１日発行）によれば、従来２人だったスタッフ（常勤職員）を平成２４年度から１人増員の３人体制にすることになったが、１人は採用直後に退職したため、平成２５年３月現在２人体制のままになっている。
ところが、委託料の「支出命令票」の支出一覧によれば、平成２５年２月に至るまでに支払われた委託料は定額の月額６８５、７５０円となっており、平成２４年度の運営業務委託料内訳書にも人件費として、３人分が計上されている。このことから甲は職員が減員になったことを知りながら、人件費を水増しして支払っていたことが明らかである。このように実績に基づかない支出は市の財務規則第６１条第１項（支出命令）の規定に抵触しており、公金の不当な支出に該当する。
さらに、業務委託契約書第10条（履行遅滞による違約金）の規定に抵触しているにもかかわらず、乙は甲に対して、1日につき８、２２９円の違約金の支払いを怠り、甲はそのことを知る立場にありながら、同契約書第11条第１項第3号に定められた契約解除の権利を乙に対して行使しなかった。甲と乙のこうした不作為もまた、市に損害を与えたことは明白である。
花巻市長が公益財団法人花巻国際交流協会の理事長を兼任することにより、双方にチェック機能が働かなくなっていることが今回の不当な支出を生み出した根本原因と考えられる。よって、花巻市長はこれまでの不正常な状態を早急に解消し、甲と乙との関係を業務委託契約書に基づいた正常な姿に戻す措置を取るよう請求する。
請求の要旨に添付された事実を証する書面
１ 平成24年度花巻市国際交流センター運営業務委託契約書の写し
２ 平成24年度花巻市国際交流センター運営業務委託料支出命令票の写し
３ 平成24年度花巻市国際交流センター運営業務委託料内訳書の写し
４ 花巻国際交流協会情報誌「STAR WING」（平成24年4月1日発行）№184（抜粋）の写し
第４　通知文
平成２５年４月８日付けをもって提出された地方自治法第２４２条第１項に基づく住民監査請求については、請求の内容を法律上の要件に照らして審査した結果、下記の理由により住民監査請求の対象とならないので、これを受理せず、却下します。
理由
地方自治法（昭和22年法律第67号。）第242条に定める住民監査請求は、当該地方公共団体の執行機関又は職員による違法又は不当な財務会計上の行為の防止・是正を目的とするものであり、その対象となる行為は当該地方公共団体の財務会計上の行為に限られている。
本件請求において、請求人は「これまでの不正常な状態の解消」を求めているが、市長が国際交流協会の理事長を兼任していることについては、組織体制上の問題であり、財務会計上の行為には該当しない。また、３人体制から２人体制になったにもかかわらず当初の内容で委託料を支払っていることについては、予備調査を行ったところ、既に契約変更がなされ委託料の精算も完了していることから、請求人の主張する「不正常な状態」にはなく、市への損害又はそのおそれは認められない。以上のことから、本請求は住民監査請求の趣旨にそぐわないものである。
　
